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が現状である。しかし 2015 年以降、現代中国は EC サイトのビジネスが大き
く発展を遂げ、世界トップレベルの E コマースを構築することができた。 
中国商務部 EC と情報部門が中国（北京）電子商務大会で発表した「中国電
子商務報告 2016」によると、2016 年中国 EC 市場の BtoB とオンライン小売
（BtoC と CtoC）を含む全流通総額は 26.1 兆元（約 420 兆円）、前年比 19.8%
増、世界 EC 市場規模の 39.2%を占めている。EC サービス市場（モバイルペ
イメント、物流サービスなど）の規模は 2.45 兆元、前年比 23.7%増となってい
る。EC 市場シェアが安定している中、これらの EC 企業は商品ラインアップ
の拡充およびアフターサービスや物流の強化を図るとともに、越境、ベビー・





















改革・開放政策は中国経済を急速な成長軌道に乗せ、1978 年から 2003 年に（政
府発表）年平均 9.4％の経済成長率を達成した。この成長率は先進国より 7.3 ポイ
ント高く、発展途上国に比べても 4.8 ポイント高くなっている。特に 2000 年代の
高度成長は中国の生産能力を大きく向上させた。現在、中国の綿花、肉類、石炭、
衣類、セメント、テレビジョンなどの年間生産量は既に世界一となっている。生
産能力の向上につれて中国経済の規模も拡大した。2016 年では国民の 1 人あたり
GDP の成長率も 6.1％まで倍増した。1997 年の GDP 総額は 7 兆 4,772 億元に達
し、実質ベースでは 1978 年の 5.92 倍である。世界銀行によれば、その規模経済
は世界第 7 位であり、発展途上国の中で最も大きかった（図 1）。さらに 2010 年
から GDP が日本を超え、世界第二位の規模となった。 
 
 




















オ・台湾地区の経済は 2％を占めるようになり、商業の経営拠点は 1,000 万ヶ
所あまり増加し、従業員は 4,686 万人となった。流通の就業貢献率は非農産
業で第 2 の地位を占めるに至った。第 3 は、新しい流通形態の急速な発展で
ある。チェーン経営・物流配送・電子商取引など、新たな流通形態が出現し、
それらが市場体系を次第に形成してきた。1999 年には、中国でのチェーン経
営の企業は 974 社、店舗数は 14,623 店、販売額はその年の卸売業と小売業








10 年以上かけて徐々に緩和した。1993 年に至り、消費財の 90％、生産財の
70％以上が市場取引に委ねられるようになった。中国政府は、まず 1978 年
から 1984 年にかけて、紡績、衣服、食品、靴、自転車、腕時計、ミシンな





2.2 安定成長期「新常態（new normal）」の到来と消費行動特性 













接的な消費補助政策が打ち切られた。例えば中国政府は 2018 年 2 月 14 日、
電気自動車（EV）とプラグインハイブリッド車（PHV）に対する販売支援
を目的とした補助金制度を見直すと発表した。2018 年から国が自動車メー
カーに対して支払う補助金を従来比で約 3 割減額した。平均的な性能の EV
の場合、1 台あたり 20 万円近くの減額となる。一方、補助金を受給するため
に必要な 3 万キロメートル以上走れる性能を証明する制度は、一般個人が利
用する車は撤廃するとした。例えば、1 回の充電で走れる航続距離が 200 キ
170 
ロ～250 キロメートルの平均的な EV の場合、国が支給する補助金は 2 万 4
千元（40 万円強）。従来の 3 万 6 千元から約 3 割減額となる。さらに従来は





























中国のインターネット経済（iGDP）の対 GDP 比は、2010 年の時点では 3.3％
と多くの先進国に後れを取っていたが、2013 年には 4.4％に上昇し、先進国
並みの水準に達した（図 3）。インターネット関連の消費市場は急成長してい







い。これを考慮すれば、中国における 2013 年のインターネット経済の対 GDP 比は
7％に達し、G7 のすべての国を上回ることになる（関，2016）6。 
図 3：GDP に占めるインターネット経済の割合（iGDP）の国際比較（2013） 
 






















年における中国の都市化率は 60％を超え、都市人口が約 8.7 億人に達する。農
村の労働人口の都市への移転が合理的に進めば、所得も消費も際立った増加を
示す。 
1978 年から 2013 年までの間、都市の常住人口は 1.7 億人から 7.3 億人に増
加し、都市化率は 17.9％から 53.73％に上昇した。しかし、都市部に戸籍のあ
る人口の割合は 2012 年で 35.3％にとどまり、常住人口の都市化率 52.6％と
17.3 ポイントも差がある。 
「新型都市化計画」は初めて、都市化率を常住人口都市化率と戸籍人口都市
化率の 2 つに区分した。計画によると、常住人口都市化率が 2012 年の 52.6％
から 2020 年までに 60％前後に達し、戸籍人口都市化率は 2012 年の 35.3％か
ら 2020 年には 45％前後に達する。 







































































ともに成長する日本」は、2020 年における中国の中間層（収入 5000 ドル～3





3.1 EC サイト市場の急成長によるデジタル消費行動社会への変化 
中国商務部 EC と情報部門が中国（北京）電子商務大会で発表した「中国電
子商務報告 2016」によると、2016 年中国 EC 市場の BtoB とオンライン小売
（BtoC と CtoC）を含む全流通総額は 26.1 兆元（約 420 兆円）、前年比 19.8%
増、世界 EC 市場規模の 39.2%を占めている。EC サービス市場（モバイルペ
イメント、物流サービスなど）の規模は 2.45 兆元、前年比 23.7%増となってい













第 39 次中国インターネット発展状況統計報告，2017） 
 
地域別について、2016 年現在中国大陸 31 の省、自治区、直轄市のうち、イ
ンターネット利用者 1 千万人以上は 26 省となっており、江西省と安徽省の利
用増加率はそれぞれ 15.7%と 13.6%で最も伸び率が高かった。逆にインター







～3,000 元（約 32,000～48,000 円）の利用者は 17.7%、3,001～5,000 元（約
48,000～90,000 円）は 23.2%。モバイル端末でネットを利用する人は 6.95 億
人、前年比 7,550 万人も増加した。ネット利用者全般の 95.1%を占め、2015






及率は 2013 年の 25％から 2016 年の 68％に上昇。2016 年の中国個人消費関
連のモバイル決済取引額は、米国の 11 倍に相当する 7,900 億米ドルの高水準
に上った。中国のベンチャーキャピタル業界が急速に発展し、投資総額は 2011






中国の 2016 年度のオンライン市場規模は約 23 兆元（368 兆円※1 元を 16
円で計算）となり、ネット小売り市場において中国で 1 番シェアを獲得してい
る EC サイトはアリババグループの「天猫（Tmall）」で、B2C ネット通販の市
場シェアの 57,7％と過半数を占め 2 位の「京東（JD.com）」は 25.4％である。 
 
 
図 6：iResearch Inc（2017）2011-2019 までのモバイル決済の決済額 




図 7：BTMU（China）経済週報（2016）中国の EC サイトの取引額のベスト 10 
 
図 8：ebisumart（2016）中国の EC サイトベスト 10 の取引額 
 EC サイト 市場シェア EC サイト取引額 
1 位 天猫 57.7% 48 兆 5846 億円 
2 位 京東 25.4% 21 兆 3873 億円 
3 位 唯品'^3： 3.7% 3 兆 1154 億円 
4 位 蘇寧易購 3.3% 2 兆 7786 億円 
5 位 国美在線 1.8% 1 兆 5156 億円 
6 位 当当 1.4% 1 兆 1178 億円 
7 位 アマゾン中国 1.3% 1 兆 946 億円 
8 位 1 号店 1.2% 1 兆 104 億円 
9 位 聚美優品 0.7% 5894 億円 
10 位 拼多多 0.2% 1684 億円 
 その他 3.3% 2 兆 7786 億円 
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EC 市場シェアが安定している中、これらの EC 企業は商品ラインアップの
拡充およびアフターサービスや物流の強化を図るとともに、越境、ベビー・マ
タニティー、農村 EC といった分野に力を入れている。2016 年の京東の GMV




の 2016 年の営業収入は 565.9 億元となり、新小売、越境 EC、倉庫物流、フィ
ンテック、ビッグデータなどの分野に注力している。蘇寧易購の商品取引額は
805.1 億元となり、B2C ネット小売市場におけるシェアは 2015 年の 3.0％から
3.3％に上昇し、「小売＋金融＋物流」という事業展開を強化している 12。2016




















ある Ant Financial により運営されている。商品を購入したユーザーは、料金
を E コマース業社に直接支払うのではなく、決済会社の Ant Financial に代金

























も、相手の電話番号か ID さえわかれば瞬時に送金可能である。 
アリペイ口座の中にプールされたお金にはちゃんと毎日利子がつく（余額宝
サービス/Yu’EBAO)。しかも、銀行と比較しても有利な利率である。例えば、
























はずである 15。そして中国人民銀行は 2018 年 8 月 20 日、2018 年 4～6 月の
キャッシュレス決済件数が前年同期比 44.61%増の 553 万 5,800 件で、金額は
同 0.2%増の 951 兆 7,200 億元（約 1 京 5,000 兆円）だったと発表した。銀行
カードによる取引は、同 49.21%増の 508 億 1,200 万件で、金額は同 18.25%増
の 216 兆 6,000 億元（約 3,500 兆円）だった。 
モバイル決済事業は高成長が続く。金融機関が扱ったモバイル決済事業は
437 億 6,800 万件、金額は 584 兆 9,900 億元（約 9,500 兆円）だった。そのう
ち、オンライン決済は同 17.78%増の 138 億 7,100 万件、金額は同 2.96%増の
487 兆 3,900 億元（約 7,900 兆円）。モバイル決済は同 73.09%増の 149 億 2,400



















（１）全戸数の 10％以上、全体で 100 軒以上がネットショップを営んでいる。
（２）村全体の E コマースの売上高が 1,000 万元（1 億 7,000 万円）以上――





イト「T MALL（天猫）」を合わせた 2016 年度の年間取引額は 3 兆元、日本円
で 51 兆円に達する。2016 年の日本の実質 GDP は 523 兆円のため、その 1 割
近い規模になる計算である。日本の代表的な E コマースサイトを運営する楽天
























のうち 3 分の 2 が自分のネットショップを開いている。複数の店を持つ農家も
あり、店舗数は全村で 1,000 店を超え、商品の発送量は 1 日 5,000～6,000 件
に達する。同村が属する沭阳市全体ではネットショップの数は 4 万店に達し、
その 80％が花卉や盆栽などの植物を扱っている。市全体で 1 日平均 15 万件の











































































ポイント上では 700～950 が「信用極好」、650～699 が「信用優秀」、600～






























































































ところで、この原点が QR コードを生活者個人 ID に直接したことにある。
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